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「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」プロジェクト

第2回プロジェクト推進委員会 検討資料

資料３

平成30年10月25日
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プロジェクト名称を次の通り正式決定しました

『健康・医療・介護分野の連携による、新潟県民のための「健康寿命延
伸」と「最善のケア・サポート」を実現する新世代情報基盤』プロジェクト

（New Generation infrastructure for best Treatment/care and wellbeing）

（略称：NGT in Niigata）

通称：『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』プロジェクト
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『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』の必要性及び目指すべき方向性（案）

本プロジェクトの実現により、“県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせ
る社会の構築”を目指します

『オーダメイド型の保健指導』 『県民が安心して暮らせる環境整備』

県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせる社会の構築
データを効果的に組み合わせ、活用することにより、

県民の健康づくりを支援するとともに、
県民がどこに住んでいても安心して医療・介護サービスを受けられる環境を

実現します

健診・保険請求データを把握し、各ライフス
テージで発生し得る県民の健康上の問題を先

制して改善を促します

臨床・介護現場データを把握し、入院から
在宅まで切れ目のない適切な医療・介護サー

ビスを県民に提供します

『健康増進に寄与する質の高いサービスの提供』
ひもづけされた両データを活用することにより研究開発を促進し、健康・医

療・介護サービスの質の向上を図り、県民の健康増進に還元します

両者を連携

• 個人の健康状態に応じた最適な医療・介護
サービスを受けられることにより、高齢になっ
ても健常な人生を過ごせる期間の延伸

• 他施設・多職種間の情報共有を図り、限られた医療・
介護資源の中で効果的な医療・介護連携体制の構築

• 研究開発環境の整備など、一人ひとりの個性やニーズ
に応じたキャリア形成の支援による医療従事者の確保

県民 医療・介護現場

• 被保険者に対する重症化予防へ取り組み、医
療・介護給付費の最適化による財政基盤の健
全化

保険者

『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』の必要性（ニーズ）
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協会けんぽ等データ

ＮＤＢデータ （全国の電子化したレセプト約60
億件・特定健診約９千万件の情報）

国保・介護等データ

特定健診情報

国民健康保険医療情報
（医科、歯科、調剤など）

後期高齢者医療情報

介護保険情報

レセプト情報（医科、歯科、調剤など）

特定健診情報等

県内の地域医療連携
ネットワークとの協調

県立病院の統合ＤＢ電子カルテ

共通テンプレート

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」プロジェクトの具体的な実現イメージ

全国の標準項目

全国保健医療情報ネットワーク

県の必要項目

【取組③】
• 個人の健康状態等に合わせた最適な治療法、保
健医療関連サービスの選択ができる

• 自らの健康状態の維持・向上に役立てることがで
きる

【取組①】

• 各県民個々人の健康
課題を先制した効果
的なオーダーメイド型
の保健指導を受ける
ことができる

【取組②】
• どこに住んでいても
適切な医療・介護
サービスを受けること
ができる

• 重複検査や投薬の抑
制による費用負担の
低減につながる

県民のメリット（Output）

独自性２：国の標準項目と独自テンプレの
一部採用

独自性３：入院時から在宅まで情報共有
独自性４：画像や遠隔医療の採用検討

個人情報をひもづけ

• 紹介、救急搬送等の様々な局面において、
患者の過去の診療履歴を参照し、適切な医
療・介護サービスを提供

• 異なる施設の医療・介護従事者間で患者情
報の共有やコミュニケーションの実施

医療・介護現場の役割
• 各ライフステージにおける健康課題を解明し、
県民に対して適切な保健指導等を実施

• 保険者間の異動が発生した県民に対しても、
重症化予備群を早期発見・指導を実施

• 健診・保険請求データの分析により、行政施
策の立案・展開

保険者の役割

行政の役割

• データ利活用による疾病発生の原因究明・治
療法の開発、保健医療関連サービスの開発

学術団体・企業の役割

• 治療経過と治療結果を把握し、被保険者に対
するきめ細かな保健指導、受診勧奨等を実施

保険者の役割

①健診・保険請求データの集約

③新世代情報
基盤の構築

独自性１：データの
先行収集

②臨床・介護現場データの集約・連携

独自性５：保険者データ
とカルテ（検査）
データの統合
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（１）シンポジウム開催方針について
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シンポジウム開催全体方針（案）

データ所有機関との協力関係を構築するとともに、県民の理解促進を図ることを目的
にシンポジウムを開催します

♯ 項目 開催方針 備考

1 開催予定日 平成31年1月下旬予定 • 登壇者が参加可能な候補日を確認した上で決定

2 開催時間 14:00～17:00（最大） • プログラム内容を踏まえ、開催時間を最終的に決定

3 募集人数 100～200名程度予定 • 想定している会場収容人数を踏まえ、募集人数を設定

4
開催の
位置付け

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の必要性・メリットの理解促
進・協力関係の構築を図ることを目的とする

ー

5 参加対象者

【関係機関】

• 各保険者担当者（市町村、新潟県国保連合会、協会けんぽ新
潟支部、組合健保）

• 医療機関、薬局、介護施設等の従事者
• 教育研究機関
• その他データ利活用等を行う県内非営利団体
【一般県民】

• データ提供に協力いただく必要があるデータ所有機関をはじめ
とした、関係機関を参加対象者とする

• 報道発表等により広く周知された事業であり、理解促進を図る
ため、一般県民の参加についても考慮する

6 会場 新潟日報メディアシップ（予定） • 参加者のアクセス性、収容可能人数（200名程度）を基に設定

7 集客方法

• 新潟県ホームページ掲載
• 報道機関からの案内
• シンポジウム案内状兼パンフレット配布
• メール等によるご連絡

• 集客率向上のため、データ所有関係機関に対しては、新潟県か
ら直接ご案内することを想定する

8 応募方法 • 申し込み受付Webサイト • 応募者管理の簡素化のため、基本的にWeb申込のみとする

9
プログラム
（講演内容）

【講演（案）】
• 国のデータ利活用の動向（厚生労働省）
• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』のご紹介
• データ利活用による取組事例紹介（有識者）

【パネルディスカッション（案）】

• 県民の暮らし、医療・介護現場をより良い環境に変えるために、
データをどう利活用するか

• プログラム内容は、登壇者と調整後に最終的に決定

• 事例紹介の講演は、プロジェクト推進委員会の委員を含め検討

• パネルディスカッションは、保健師、保険者、医療現場、介護関
係者、学術団体有識者など幅広い方にご参加いただくことを想
定
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シンポジウムプログラム（案）

シンポジウムプログラムについては、登壇者との調整完了後に最終化し、第3回プロ
ジェクト推進委員会においてご報告させていただきます

時間 次第

14:00～14:10
主催者挨拶
〇〇〇 （新潟県）

14:10～14:30
基調講演1 「国のデータ利活用の動向」
〇〇〇 （厚生労働省）

14:30～14:50
基調講演2 「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」
〇〇〇 （新潟県）

14:50～15:20
講演 「○○○（テーマ）」
〇〇〇 （県内有識者）

15:20～15:35 休憩

15:35～16:20

パネルディスカッション
「県民の暮らし、医療・介護現場をより良い環境に変えるために、データをどう利活用
するか」

【モデレータ】
• 〇〇〇 （新潟県）
【パネラー】
• 〇〇〇 （保健師）
• 〇〇〇 （保険者関係者）
• 〇〇〇 （臨床医）
• 〇〇〇 （介護関係者）
• 〇〇〇 （学識経験者）

16:20～16:30
総括
〇〇〇 （新潟県）
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シンポジウム開催に向けたスケジュール概要

登壇者と調整次第、速やかに関係資料を準備し、参加対象者に対する広報活動によ
り集客確保に努めます

10月 11月 12月 1月 2月

イベント

会場確保

 会場候補選定

 会場予約

配布資料準備

 プログラム作成

 配布資料作成・依頼

 配布資料印刷

関係者への案内

 シンポジウム案内状作成

 参加対象者への案内

シンポジウム登壇者調整

アンケート準備

 アンケート票作成

 アンケート回答整理

第2回委員会（10/25） 第3回委員会（11/26）

シンポジウム

アンケート回答結果を取り纏め、第
4回委員会にてご報告を予定

第4回委員会（予定）

参加申込期間
報道案内

関係機関には、集客率向上のために、
新潟県からメール等にて直接ご案内

厚生労働省、県内有識者等へ打診し、
登壇者、講演内容を調整



（２）運用管理組織の在り方について
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運用管理組織の組織（人員）要件（案）

運用管理組織は、データマネジメントの観点から行政、健康・医療・介護等の研究分
野に精通した有識者を含め組成する必要があります

デ
ー
タ
収
集

デ
ー
タ
所
有
元
と
の

調
整

【データ所有元との調整】
• データ収集に向けた協力依頼
• データ所有元との役割分担の調整

【データ収集作業への対応】
• システム操作、運用等に係る問合せ対応

• システムやデータベース仕様等を熟知し、判断を伴う問い
合わせ等に対して的確に指示ができる人員の参画が必要
となる

• 多数のデータ所有機関の参加を促すためには公共性をも
った組織（安心できる組織）の参画が必要となる

• 社会性を担保するためには、組織運営について透明性の
確保が重要となる

運用管理組織の主な業務内容 組織（人員）要件

収
集
デ
ー
タ
の
管
理

行政機関、又は関係団体

【データの管理】
• 個人情報等の突合エラーデータの是正
• 個人情報の削除依頼への対応

• システムやデータベース仕様等を熟知し、判断を伴う問い
合わせ等に対して的確に指示ができる人員の参画が必要
となる

【データベース（システム）の管理】
• 稼働状況の管理
• バックアップデータの管理 など

【診療報酬改定、収集データ追加等への対応】
• データ形式、データ項目への変更・追加対応

• システムやデータベース仕様を熟知した人員の参画が必
要となる

• 診療報酬等の医療政策や健康・医療・介護分野の研究に
精通し、対応方法について的確に指示ができる人員の参
画が必要となる

デ
ー
タ
利
活
用

デ
ー
タ
利
用
者
の

審
査

デ
ー
タ
提

供
対
応

【データ利用者の調整】
• 利用者の審査、アカウント発行

【データ抽出依頼への対応】
• データ提供依頼内容の審査、疑義対応
• データの送付

【データ抽出業務への対応】
• データ抽出作業の実施
• 抽出データの形式チェック

• 公共性、公益性等の観点から、データ利用者の妥当性
等を適切に審査・判断できる組織の参画が必要となる

• データ利活用申請に対して、その妥当性・データ検証を
判断できる健康・医療・介護等分野の研究に精通した学
術団体の有識者等の参画が必要となる

• システムやデータベース仕様を熟知した人員の参画が
必要となる

健康・医療・介護等における
研究分野の有識者

（学術団体の専門家等）

運用管理組織メンバー候補

ITスキルを有する人材
（運用管理組織内で対応が難しい場
合には、データベース管理を外部委

託することも検討）

※事務作業等の人員は別途必要



12

「①健診・保険請求データの集約」における運用管理組織パターンの現行法制の解釈に基づくデータ利活用の容易性

運用管理組織のパターンにおける現行法制の解釈に基づくデータ利活用の容易性は
以下の通りとなります

運用管理組織
パターン

データ収集容易性（本人同意要否）
データ利活用（自組織活用／第三者提供）

匿名加工情報 非匿名加工情報（個人情報有り）

国保・介護情報
（市町村所有）

被用者保険情報
（被用者保険所有）

自組織 学術団体 営利団体 自組織 学術団体 営利団体

新潟県 不要
（市町村同意は必要）

必要
（第三者提供に該当）

利活用可能*1

（保健・医療の事業
で活用する場合）

利活用可能
（「人を対象とする医
学系研究に関する倫
理指針」の適用範囲
外となるため、本人
同意は不要）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）

利活用可能*1

（保健・医療の事業
で活用する場合）

あらかじめ本人
同意が必要

（研究対象者（県民）
から利用目的に応じ
て同意を得るととも
に、審査委員会によ
る審査等が必要）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）

保険者（国保連）
不要

（市町村からの委託範囲内
でのデータ利活用の場合）

必要
（第三者提供に該当）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）

あらかじめ本人
同意が必要

（データ利活用の目
的ごとに本人同意が

必要）
その他組織整備
（認定事業者除く）

必要
（第三者提供に該当）

認定匿名加工医療
情報作成事業者
（認定事業者）

必要
（第三者提供に該当）

ー
利活用可能

（データ利用目的に依存せず、第三者提供
が可能）

ー

提供不可
（本人の同意なく、認定事業者間の情報連
携は可能だが、医療情報を匿名加工せずに
第三者へ提供することは認められていない）

※上記は、「新潟県個人情報保護条例」、「個人情報保護に関する法律」、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」、「次世代医療基盤法」を下に整理
（*1）新潟県個人情報保護条例（要配慮個人情報の収集の制限の例外に関する事項（条例第８条第２項第３号））によると、保健・医療に関する事務事業を行うに当たって、医療データ等を収集・
分析し施策に反映させる必要があるため、事務の目的の範囲内でこれらの個人情報を収集することができる
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「②臨床・介護現場データの集約・連携」における運用管理組織パターンの比較

運用管理組織は、現状の地域医療連携ネットワークが抱える課題に対応していく必
要があります

組織人材の確保

システム持続性
（資金調達）

• 人事異動があるため、
職員を固定することは
難しいが、人材の確保・
育成できる体制の構築
は可能である

• 行政計画として位置づ
けることにより、長期的
な資金計画が可能とな
るため、システム持続性
を担保ができる

• スタッフの離職・退職時
に合わせて継続的に人
材の確保ができず、組
織運営に影響が発生す
る可能性がある

• 県が支援することにより、
県直営型同様にシステ
ム持続性を担保するこ
とができる

新潟県 その他組織

システム持続性
（資金調達）

県民・施設の確保
（データ確保）

組織人材の確保

地域医療連携ネットワークが抱える課題

 悉皆性のあるデータ確保に繋が
るように、多くの同意患者や参加
施設に対して継続的に情報発信
（広報活動）する必要がある

 旗振り役が不在になった途端、業務が滞ってしまうことの
ないよう、スタッフの離職・退職に備え、中心的な役割を
担う人材の確保と育成に努める必要がある

 構築費用のみに焦点を当てず、
運用費用も念頭に置き、長期的な
計画を立てておく必要がある

県民・施設の確保
（データ確保）

• 信頼性の高い組織が主
体であり、県内に広く情
報を発信できるため、県
民や施設から比較的協
力を得られやすい

• 組織の認知度（信頼性）
が低い場合には、多く
の県民や施設から協力
を得るのに時間を要す
る可能性がある



（３）短期・中長期目標について
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構想目次（案）

第1回、2回（本日）の委員会資料及び各委員からの意見を踏まえ、『にいがた新世代
ヘルスケア情報基盤』構想を策定します

目次案 概要 委員会との関連

1. 基本的事項

1-1. 策定の趣旨
• 関係者（県民、保険者、医療・介護現場等）のニーズを踏まえ、本構想（『にいが
た新世代ヘルスケア情報基盤』）を作成するに至った経緯（背景）を整理する

• 第1回資料

1-2. 本構想の位置付け • 新潟県の行政計画・施策と本構想の位置付けを整理する ー

1-3. 目指すべき方向性
• 関係者のニーズを踏まえた『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』の目指すべ
き方向性を整理する

• 第1回資料

1-4. 基本方針
• 各取組の優先順位付け、スモールスタートによる対応等、「目指すべき方向性」
の実現に向けた基本方針を整理する

• 第2回資料

2. 実現に向けた対応方針

2-1. 実現イメージ全体像
• 「目指すべき方向性」の実現に向けた具体的な実現イメージを整理するとともに、
取組①～③の整備による関係者のメリットを整理する

• 第1回資料

2-2. 実現に向けた対応方針
• 実現する上で検討すべき事項（運用管理組織、県民同意方法、関係者への協力
依頼方法、費用負担など）に対する対応方針を整理する

• 第1回資料
• 書面会議資料

3. 構想の推進

3-1. ロードマップ
• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』の準備～整備～運用に係る工程表を整
理する

ー

3-2. 短期・中長期目標
• ロードマップを踏まえた、『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』構想実現による
短期・中長期目標を整理する

• 第2回資料

3-3. 推進体制
• ロードマップに基づく、関係者（県、市町村、医療・介護現場、研究機関等）の役
割を整理する

ー
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整備に向けた基本方針

データ利活用の実現に必要となる要素を踏まえると、まずは取組①を整備し、取組②
はモデル地域で機能の有用性を検証しながら、段階的に拡大する方針とします

※「取組③ 新世代情報基盤の構築」は取組①と②の個人情報を紐づけるため、必然的に最後に整備する

DB運用の観点
（組織）

データ収集の
観点

仕組み整備の観点
（費用・期間）

各種データ
収集／活用

データ利活用に必要な要素

データベースを活用する組織を短
期間で整備ができるか

詳細な分析・研究等が可能となる
悉皆性のあるデータを容易、かつ、

短期間で確保できるか

安価に、かつ、短期間で仕組み（シス
テム、データベース）を整備できるか

【整備に向けた基本方針】

• 全ての取組を整備する場合には、成果を得るまでに長期間要する
とともに、過剰な投資になる可能性があるため、成果を見ながら段
階的（スモールスタート）に整備することが有用となる

• そのため、データ利活用に必要な要素である「データ収集」、「仕組
み整備」、「DB運用」の観点を踏まえ、効率的に整備していく

データ収集の
観点

仕組み整備の
観点

（費用・期間）

DB運用の観点
（組織）

取組① 取組②

• 市町村からの同意が得られれば、
一定のデータ量を一括で取得が
可能

• 本人同意が必須である被用者保
険のデータ収集にはある程度の
時間を要する可能性がある

• 各施設から個別にデータ収集す
る必要があるため、データ量（参
加施設）の確保にはある程度の
時間を要する

• 保険者数は限られており、市町
村国保（国保連合会）と協会けん
ぽにはデータが一元管理されて
いるため、取組②と比べて、短期
間・安価に整備が可能となる

• データ取得の仕組みを施設毎に
整備する必要があるため、時間と
コストが必要となる

• なお、短期間かつ安価に提供機
能の効果を検証するために、ま
ずは既存の地域医療連携ネット
ワークにおいて導入・検証するこ
とが有用となる

• 「新潟県」や「国保連」が運用管
理組織になる場合には、市町村
が所有するデータを比較的容易
に確保できる可能性があるが、
その他組織の場合には、組織整
備にある程度の時間を要する

• 新たな組織の整備、又は庁内の
体制整備に向けた調整等が必要
となるため、組織整備にある程度
の時間を要する

まず「取組① 健診・保険請求データの収集」を優先的に整備・効果を検証し、「取組②
臨床・介護現場データの収集・連携」は、既存の地域医療連携ネットワークで機能・効果を
検証しながら、段階的に対象地域を拡大していくことで、過剰な投資抑制にも繋がる
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にいがた新世代ヘルスケア情報基盤の短期・中長期目標

基本方針を踏まえ、短期的には重症化予防対策、中長期的には医療の質の向上、
健康寿命の延伸に向けた効果的・効率的な介入を可能とする取り組みを推進します

短期目標 中長期目標

より効果的・効率的な疾病の発症予防・
重症化予防対策に繋げる

診療支援に資する情報共有により、
医療の質の向上・均てん化を図る

健康寿命延伸に向けた効果的・効率的
な介入を可能とする取組みに繋げる

 時間軸のある一点のデータに基づいてリス
クを判断するのではなく、過去の経過も加
味した重みづけを加えることで、優先的に
介入すべき対象者の抽出（対象者のランク
付け）を可能にする

 各学会等が公表している診療ガイドライン
や、標準的な診療フローに則った診療支援
ツールを提供することにより、医療の質の
向上・均てん化を図る

 疾病の発症前と治療時のデータを突合・経
時的データ分析により、これまで顕在化さ
れなかった新たな疾病予防対策が発見さ
れ、県民に対して早期介入できる取組みを
可能にする

 市町村が取り組む糖尿病の重症化予防対
策、がんの早期発見対策など個々の取り組
みに加え、地域を越えた広域の視点でデー
タ分析することで、地域特性に応じた精緻
な保健指導を支援する

 医療機関等における診療情報の共有によ
り、医療圏を跨いだ救急受診時や在宅医療
などの様々な局面で、過去の受診歴や治
療内容を踏まえた効率的かつ安全な診療
を可能にする

 介護状態以前からの経時的データ分析に
より、これまで顕在化されなかった新たな介
護予防対策が発見され、県民に対して早期
介入できる取組みを可能にする

取組③取組① 取組②
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具体的な短期・中長期目標（例）

短期・中長期目標は、健康・医療・介護に係る各行政計画や現場のご意見（ニーズ）
を踏まえ、個別プロジェクトを立ち上げ、活用範囲を段階的に拡大します

短期目標 中長期目標

より効果的・効率的な疾病の発症予防・
重症化予防対策に繋げる

診療支援に資する情報共有により、
医療の質の向上・均てん化を図る

健康寿命延伸に向けた効果的・効率的な
介入を可能とする取組みに繋げる

糖
尿
病
性
腎
症
重
症
化
予
防

 レセプト情報における医療機関受診状況、
特定健診情報（HbA1c、eGFR、尿蛋白な
ど）等の経時的データ分析により、対象者
の発症・重症化リスクをランク付けし、高リ
スクの対象者には、より重点的に受診勧
奨や生活習慣の改善を促し、健康状態の
維持・向上を図る

 「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に
則ったテンプレート入力機能を利用するこ
とにより、推奨される検査（毎月のHbA1c、
3ヶ月毎の尿中アルブミンなど）の実施の
抜け漏れを防止し、重症化傾向の早期発
見とその対処を確実に行い、患者のQOL

の維持・向上に繋げる

 生活習慣、健康診断、治療内容、アウトカ
ム（転帰）情報などを個人毎に時系列で経
過を追跡することにより、新たな糖尿病発
症・重症化予防対策が発見され、早期介
入できる施策立案に繋げる

フ
レ
イ
ル
予
防

 レセプト情報や特定健診情報（食生活、運
動・リハビリ、社会参加等の質問回答含
む）等の経時的データ分析により、介入余
地が高い加齢に伴う生活機能低下予備軍
等を分類することで、効率的な保健指導
に繋げる

 「フレイル予防チェック（栄養、身体活動、
社会参加）」に則ったテンプレート入力機
能を利用することにより、重症化傾向の早
期発見・早期介入を促し、高齢者の健康
維持・改善に繋げる

 慢性疾患（例：高血圧、心疾患、糖尿病な
ど）と老年症候群（認知機能障害、摂食・
嚥下障害、視力障害など）の併存状況を
個人毎に時系列で経過を追跡することに
より、新たなフレイル予防対策が発見され、
早期加入できる施策立案に繋げる

取組③取組① 取組②

糖尿病、フレイル対策への取り組みを足掛かりに、
個別の研究テーマを募集し活用範囲を段階的に拡大していく

地域保健医療計画、地域医療構想、介護保険事業計画等の各種
行政計画や、5疾病・5事業及び在宅医療等に係る医療連携体制

構築に資する取り組みへの活用に繋げる


